
書式第 12号 (法第28条関係)

令 和 5年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人  日本 ウマ・サバイバーズ・ユニオン

1 事業の成果
特定非営利活動法人日本トラウマ0サバイバーズ・ユニオンOUST)は、令和5年度において、前年度に引き
続き、ミーティングと無料電話相談 (ホットライン)とを行い、さまざまな心の問題を抱える人に対応した。

令和5年度の主な活動内容は、以下の通りである。

(1)電話相談事業 (ホットライン)
当法人設立以来継続している事業の一つである。当年度の無料電話相談 (ホットライン)の総件数は388

件であった。年度末時点の相談員は6名である。

(2)サパイパー体験の分かち合いの場としてのミーティング活動事業
○ (自助グループ)安全な場として、お互いの話を批評・批判しない「言いっばなし・聴きっばなし」形式を

原則とする分かち合いは、ミーティング活動として、電話相談事業同様、当法人設立以来、継続している。

年間の参加者数はおよそ2500名であった。年度末時点の活動グループ数は16グループである。Z00
Mを利用したオンラインによるミーティングを含む。
○ 月1回、日曜日午後に、 による町USTさいとうミーティング@オンライン」を実施した。当年

度12回開催し、延べ参加者数は322名であった。

○ ほぼ毎週、月曜日午後に、 によるミーティング町UST倶楽部 with齊藤學」を開催した。当年
度46回開催し、延べ参加者数は約600名であった。

(3)講演会・ワークショップ等の社会教育・広報活動事業
令和5年 5月 5日 に、東京ウィメンズプラザにて、「JUSTフオーラム」を開催、一般参加者にも参加を呼びか

け、 による公開ミーティングを実施、参加者間の交流を図った。

令和5年春より、YouTubeチャンネル「さいとう対談」を開設した。

(4)会報の発行及び、刊行物等の発行に関する事業
会員向けの会報である「JUST通信」は、当年度年5回 (114～ 118号)の発行を行った。

(5)個々の事業に必要なポランティアの受け入れ、及び必要とされる人材の養成事業

特になし。

(6)関連諸団体との情報交換、連絡調整及び協力活動事業
各グループ、各メンバーにおいて、適宜、情報交換等を実施した。

(7)面会交流支援事業
面会交流実施に関する相談や面会交流への同行等の支援を実施した。

(8)前項(1)～ (7)の事業を行うための募金活動事業

会報、ホームページ等で適宜実施している。原則として一般向けに行つているミーティング活動でも、献金

の呼びかけをしてきた。

(9)その他この法人の目的達成に必要な事業

事務局スペースを、問題を感じている当事者等がいつでも立ち寄れる場として、一定時間開放している。



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【2,850】 千円)

(2)その他の事業

実施なし。

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所

従事
ヨ
つ̀

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

1.電話相談事業

ホットライン(ピア・カウンセリング)
ボランティアメンパーが、全国から同
じような悩みに苦しんでいる方々の

声を対等な立場で聴く。

週 8時 間
前後

事務局(港

区)

クラウドホン

による自宅

受電

6人 全国
年間のベ

388人
371

2.生存者体験の

分かち合いの場

としてのミーティン

グ活動事業

「言いっばなし、聞きっばなし」を原

則とし、仲間と自身の体験や感覚を

分かち合う。

週8回

前後

事務局、PIA
S肺 コレク
ァィヴスペー

ス、公共施設

(港区、町田

市)ほか

オンライン

(200m)

20人 全国
年間のベ

約 2,500人
857

3.講演会 。ワー

クショップ等の

社会教育・広報

活動事業

JUSTフォーラム
令和 5年
5月 5日

10時

東京ウィメ
ンズプラザ

20人 全国 77人
75

YouTu“さいとう対談 随時配信
家族機能研

究所等
10人 全国

年間のベ

約20,000人
200

4.会報の発行及

び、刊行物等の

発行に関する事

業

・ 会報の発行 114号～118号
・ 電子書籍等刊行 随時

事務局 (港

区)、 リモ

ー ト制作

15人 全国 約200人 158

5.個 々の事業
に必要なポラン

ティアの受け入

れ、及び必要と

される人材の養

成事業

実施無し 0

6.関連諸団体
との情報交換、

連絡調整及び協

力活動事業

。関係団体、自助グループ等との

情報交換、相互協力(情報発信等) 随時 各所 10人 全国 0

7.面会交流支援

事業

別居 。離婚後の家族が、中立な第

二者の仲介のもと、子どもにとつ

て安心できる環境で面会交流が実

施できるよう支援する

随時 各所 4人 関東 30人 375

8.前項 1.～ 7.の

事業を行 うため

の募金活動事業

ミーティング参加者への献金呼び

かけ等 随時 0

9。 その他この

法人の目的達成
に必要な事業

いつでも立ち寄れる場としての事

務局開放

昼間 事務局 40人 全国
のベ

約500人
812



第2号議案 令和5年度 決算報告書
書式第 13号 (法第 28条関係)

令和5年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

マ バーズ・ュ ン

日‐」L_』L_" __』L』■L_

費

768,300
214,500

982,300

受取寄附金 436,477

430,477

301,000
301,000

1,907.537

ミーティング活動事業収益
社会教育・広報活動事業収 :

会報 。刊行物発行事業収益
益

受取利息

3.687.

壼

消耗品費
費
費
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書

用
光
図
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道
関

事
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手
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地
賃
保

会議費
支払報酬

租税公課
減価償却費

28,740
21,751
354,519
238,816
42,013
58,302
24,750
38,071
870,885
82,126
916,980
86,000
6,912
15,800
23,794
29,043
11.533

2,050,035

2.850.(

費
　
　
　
費
費
　
　
料
　
　
費

通
費
　
費
品
熱
　
酬
数
賃
　
却

交
運
費
品
用
光
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会
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地
保
減

212,960
840

140,453
48,887
150,716
38,868
9,517
14,900
23,500
611,320
4,608
11,175
19,362
3,377

1,290,483

1 200.
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書式第 15号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

令和 5年度 貸借対照表
特定非営利活動法人日本 トラウマ・サバイバーズ・ュ ン

1単位 :円
0 ■

前払費用

現金預金
売掛金
前払金

土地
建物
工具器具備品

1,843,901
30,682
125,400
126,500
127.090

2,253,573

2.253.57

０
′

ａ
Ｖ

Ａ
Ｕ

ｏ
０
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Ａ
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4,027,500

ｎ
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）

4_027.5(

6,281,073【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金
前受金
預り金

４
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０
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０
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5〕 8651786
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【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 61281,073
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令和5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営申特定非営利活動法人日本 トラウマ・サバイバーズ・ユニオン

重要な会計方針
計算書類の作成は、贈0法人会計基準 (2010年7月 20日  2017年 12月 12日最終改正 PO法人会計基準協議会)
によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
建物 1日定額法によっています。
工具器具備品 定率法によっています。
(2)消費税等の会計処理

税込方式によつています。

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

管理部門 合計面
t̀

:交流支
:事業

その他目的達成
に必要な事業 事業部門計

ミーティンク
・

活動事業
社会教育。広
報活動事業 物事業

会報 刊行
科 目

電話相談
事業

３０

９６

982,800

431,177

0

0

9

８０

４７

∞

５３

９８

４３

３０

９６23,127 375,4101,445,000

301,000

124,000

2.268.537 1,413,986 3,687,82123.127 375,4101,445,000 425,000

140,4531

48,8871

150,7161

38,86:|

9,517

14,900

23,500

611,320

11,175

19,362

3.377

l

01

9601

8401

212,

4,608

28,740

234,711

840

494,972

287,7031

192,7291

97.1701

24,7501

８８

８５

２６

∞
００

２０
∞

６９
０５

１０

５

７

６

３

０

５

８

９

４

９

４

８

０

２

８

１

１

３

４

１

358,642

458

8,155

8,155

24,442

38.8681

24,7501

28,554

14,900

611,320

6,912

15,800

23,794

19,363

3,378

28,7401

21,7511

354,5191

238,816

42,013

58,302

24,750

38,071

870,885
82,126

916,980
86,000

6,912

15,800

23,794

29,043

11,533

20,401

165,490

54,411

10,757

105,0661

24,4421

10,8691

80ol

lool
14,

3,

188,2481

15,572

9,717

152,830

4,840

40,8041

24,4421

15,572

9,717

9,517

442,932

70,911

152,830

86,000

4,840

4,140,51875.410 812,081 2,850,035 1,290,483275。 495 158,277371,207 857,565
1,290,483 4,140,518812,081 2,850,035371.20' 1   857.565 1   275,495 158,277

123,503 △ 452,695△ 812,001 △ 581,498587,435 149,505 △ 135,150

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5,その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

人件費計
(2)その他経費
印刷製本費
旅費交通費

荷造運賃

通信費
消耗品費

事務用品費

水道光熱費

新聞図書費

会議費
支払報酬

支払手数料

地代家賃

賃借料
保険料

租税公課

減価償却費
衛生管理費

雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

金額 算定方法内容

該当なし



備考内容

該当なし

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

科 目

計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

(活動計算書)
該当なし

活動計算書計

(貸借対照表)

該当なし

貸借対照表計

７

〓

ハ０ その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産
の増減の状況を明らかにするために必要な

事項

事業費と管理費の核分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、通信費、消耗品費、事務用品費、水道光熱費
、会議費、地代家賃、保険

料、衛生管理費、雑費については、各科目計上額の全部または一部に
つき、従事割合に基づき按分しています。

減価償却黒計領期首取得価額科 目

ｎ
ｖ

ｎ
ｖ

Ａ
υ

９８

６２

６７

3,898,0001

1,249,000

110,030

△ 1,186,550

△ 42,980

3.898,0001

1,249,0001

110,030

石形面足資産

土地
建物
工具器具備品

無形固定資産

投資その他の資産

△ 1.229,530 4,027,5005,257,0305.257.030合計

当期借入科 目

蕨晋なL
合計

|

減 少
|



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 5年度 財産目録
事 業 報 告 用

バーズ。ユニオン

嘔:円
霊 ■ ′1ヽ 計 計

=菫
0日

171,704
461970
289,867

1,843,901
Z12● 3,0′ 3

30.682
30,682

125.4(X0

125,400

126.500
126,500

127.090
127,090

ゆうちょ銀行振替口座 (事業用) 
ゆうちょ銀行振替口座 (会費用  
りそな銀行 麻布支店 普通 1
三菱UFJ銀行 麻布支店 普通 
PayPal
GMOあおぞらネット銀行 法人営業部 普通 
楽天銀行 第四営業支店 普通 

現金預金
手元現金

青 壼 舎 訃  ・ ・ ・ ①

4,027.500

3,898,000
3,898,000

62,450
62,450

67,050
67,050

土地
我孫子物件 (アパート敷地)
千葉県我孫子市根戸字北ノ内1801番地1ほか 2筆

我孫子物件 (アパート1室 )
千葉県我孫子市根戸字北ノ内1801番地1 サンモール北柏105

(田辺ビル事務局)

薔否評
~丁
丁¬西

6,201,073【A】 費 産 合 計 ①+②

=T「
~I~覆 ~の

I壼

860,019

188,483
115,360

303,843

∞

∞

∞

∞

∞

６３

２０

１８

402,200

54,576
54,576

100,000
100,000

未払金
経費未精算額 報酬、郵便後納、電話料金、ソフト代ほか
面会交流支援事業 未精算額 (閾 .1以後分報酬。経費)

源泉所得税 (講師謝礼)16回分

2024年度分年会費 正会員
2024年度分年会費 賛助会員
閾.4,29JUSTフ オーラム参加費前受金
面会交流支援事業 前受金

,~「■
~・~③

LE

860,619【B-1】 負 債 合 計 ③+④

5,420,454【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿
(前事業年度において役員であつたことがある全員の民名及び住所又は層所並
びにこれらの者についての前事業年度における●酬の有彙を餞颯した名簿)

倒塑日園曰鵬ML』墜」=22ユニ」2L`ιl=区ニユニ盤`

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
監事
サイトウ  サトル 2023■ |ヨ

2024■
「

4月  1日

3月 31日

年

年

月   日

月   日齊藤 學

2 監事
キノシタ  アツヒロ 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日木下 淳博

Ｑ

Ｕ

⌒

鮭ジ監事
サイトウ  マコト 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日斉藤 誠

4

⌒

(登り
・監事 イシカフ  トオル 20234F

2024年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日石川 達

5

⌒

、理ソ・監事
ヒラカワ  |カス

゛
コ 20231F

2024■F

4月  1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日平川 和子

6

⌒

、理ノ・監事
ニシヤマ  ヒトシ 2023年

20241「

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日西山 仁

7

クマカ
゛
イ  マサユキ 202311ニ

2024年

4月  1日

3月 31日

年

年

月   日

月   日熊谷 雅之

8 監事
イチバ  ヨリコ 2023■F

202411ユ

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日一場 順子

Ｑ

υ
監事
カワムラ  ユリ 202341ユ

2024年

4月  1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日川村 百合

10 理事
テツ
゛
カ  イチロウ 2023年

2024年

4月  1日

3月 31日

年

年

月   日

月 日手塚 一朗

⌒

、理ソ
,監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_夏ョ曰E22■
=塑
墜生昼
==区
ニヨ三」ヒ≧

氏   名

1
ノ・

キ?Dス ス
2 考永殊え}
3 諸クグ       
4

輝美飛起。3
5

ハ木糸色争

6 〔″二:フヮ争Z、ィμ二″` ´~~ ´
ノ 'V

7

8

ヽ

《
‐
【`、  ハ

コ` 夕 r'モ〕γι」
VI

9 ノ、飲 /子/ん′、そβ ́   」   ′V′ ｀~

10
莉′綱
/1′
/ノ
il: J釜
乙
■ヽ■
「

、 `｀ヽ

政

11

各0スト
12




